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(57)【要約】
【課題】本願発明は、屋外の作業者等にも適用可能であ
り、屋外の作業者等の体調の異変の早期発見と警告を行
うことが可能であり、作業事故を未然に防止し、作業者
等の健康と安全を確保することができる体調管理プログ
ラム及び体調管理システムを提供する。
【解決手段】装着された対象者の生体状態を検出し、検
出した生体状態に関する生体状態検出情報を、対象者端
末装置２０に送信する生体状態検出装置１０と、それぞ
れの生体状態検出装置１０に用意された対象者端末装置
２０、あるいは複数の生体状態検出装置１０に対応させ
て用意された対象者端末装置２０と、を備えた体調管理
システムにおける対象者端末装置２０を、受信手段、デ
ータ変換手段、体調異変者抽出手段、注意喚起手段、と
して機能させるための、体調管理プログラム。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　単数または複数の対象者のそれぞれに装着されて、装着された対象者の生体状態を検出
し、検出した生体状態に関する生体状態検出情報を、対象者端末装置に送信する生体状態
検出装置と、
　それぞれの前記生体状態検出装置毎に用意された前記対象者端末装置、あるいは複数の
前記生体状態検出装置に対応させて用意された前記対象者端末装置と、を備えた体調管理
システムにおける前記対象者端末装置を、
　前記生体状態検出装置から送信された前記生体状態検出情報を受信する受信手段、
　受信した前記生体状態検出情報を、当該生体状態検出情報に対応する対象者の体調とし
て認識可能とする生体情報データに変換するデータ変換手段、
　変換した前記生体情報データが所定の体調異変状態となった前記生体状態検出情報に対
応する対象者である体調異変者を抽出する体調異変者抽出手段、
　体調異変者が抽出されたことを報知する注意喚起手段、として機能させるための、
　体調管理プログラム。
【請求項２】
　請求項１に記載の体調管理プログラムであって、
　前記対象者端末装置を、
　前記体調異変者抽出手段にて体調異変者が抽出された場合、体調異変者が発見されたこ
とを含む体調異変者発見情報を、予め設定された送信先に向けて送信する通報手段、とし
て機能させるための、
　体調管理プログラム。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の体調管理プログラムであって、
　前記対象者端末装置は、少なくとも過去の所定期間の前記生体情報データをそれぞれの
対象者に対応させて記憶しており、
　前記体調異変者抽出手段における前記所定の体調異変状態の判定を、前記所定期間にお
けるそれぞれの対象者に対応する過去の前記生体情報データに基づいて算出した対象者毎
の閾値あるいは予め入力された対象者毎の閾値と、前記データ変換手段にて変換した前記
生体情報データと、に基づいて行う、
　体調管理プログラム。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１つに記載の体調管理プログラムであって、
　前記生体状態検出装置は、装着された対象者の心拍状態、脈拍状態、体温状態、体の傾
倒状態、心電位状態、の少なくとも１つを検出可能である、
　体調管理プログラム。
【請求項５】
　スマートフォン、タブレット型コンピュータ、ウェアラブル端末、ノート型コンピュー
タの少なくとも１つであって請求項１～４のいずれか１つに記載の体調管理プログラムを
搭載した前記対象者端末装置と、
　前記生体状態検出装置と、を備えた、
　体調管理システム。
【請求項６】
　請求項５に記載の体調管理システムであって、
　前記生体状態検出装置毎に前記対象者端末装置が用意されており、
　前記生体状態検出装置と前記対象者端末装置は有線にて接続され、
　前記生体状態検出装置は変調手段を有し、
　前記対象者端末装置は音声入力端子と復調手段を有し、
　前記生体状態検出装置は生体状態検出情報を前記変調手段で変調した変調信号を前記有
線を介して前記対象者端末装置へ出力し、
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　前記対象者端末装置は前記有線を介して前記音声入力端子から入力された変調信号を前
記復調手段にて復調することで前記生体状態検出情報を受信する、
　体調管理システム。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、工事現場等における作業者等の体調を生体状態から随時把握し、作業者等の
体調の異変の早期発見と警告を行うための体調管理プログラム及び体調管理システムに関
する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、地球温暖化等により、熱中症を発症する例が多発している。特に、空調の効かな
い屋外での作業となる作業現場等においては熱中症が発生する場合が多い。そのため、作
業者等の熱中症等による体調異変を早期に把握して熱中症等の発生を未然に防止すること
が求められている。
　また、従来より、例えば、患者の体調を生体状態から把握し、必要に応じて警告音を発
する病院のベッド脇に設置する生体情報処理装置は広く使用されてきた。
　例えば、特許文献１には、各病室の患者用に設けられた生体状態獲得装置からの各種生
体状態を集中的にモニタリングするモニタ装置を備えた生体情報処理装置に関する発明が
開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平０５－０９５９１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特に熱中症の場合、本人が体調の異変に気づいたときにはすでに手遅れになって動けな
くなっている場合がある。
　また、同じ環境においても、体調異変となる作業者等には個人差があるため、作業環境
そのものを計測する装置ではなく、個人差のある個々の作業者等の生体状態を計測するこ
とにより、個々の作業者等の体調を把握し、体調異変を防止する必要がある。
　しかし、特許文献1に記載のモニタ装置では、装置が大型になってしまい携帯不可能な
ため、作業者等の病院外における種々の作業中に、作業者等の体調を把握することはでき
ない。
　本発明は、このような点に鑑みて創案されたものであり、屋外の作業者等にも適用可能
であり、屋外の作業者等の体調の異変の早期発見と警告を行うことが可能であり、作業事
故を未然に防止し、作業者等の健康と安全を確保することができる体調管理プログラム及
び体調管理システムを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するため、本発明に係る体調管理プログラムは次の手段をとる。
　まず、本発明の第１の発明は、単数または複数の対象者のそれぞれに装着されて、装着
された対象者の生体状態を検出し、検出した生体状態に関する生体状態検出情報を、対象
者端末装置に送信する生体状態検出装置と、それぞれの前記生体状態検出装置毎に用意さ
れた前記対象者端末装置、あるいは複数の前記生体状態検出装置に対応させて用意された
前記対象者端末装置と、を備えた体調管理システムにおける前記対象者端末装置を、前記
生体状態検出装置から送信された前記生体状態検出情報を受信する受信手段、受信した前
記生体状態検出情報を、当該生体状態検出情報に対応する対象者の体調として認識可能と
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する生体情報データに変換するデータ変換手段、変換した前記生体情報データが所定の体
調異変状態となった前記生体状態検出情報に対応する対象者である体調異変者を抽出する
体調異変者抽出手段、体調異変者が抽出されたことを報知する注意喚起手段、として機能
させるための、体調管理プログラムである。
【０００６】
　この第１の発明によれば、各対象者個々の生体状態検出情報を生体状態検出装置により
取得して、対象者端末装置において体調異変者を抽出し、当該体調異変者等に注意喚起を
行うことができる。
　したがって、屋外における作業現場等においても、作業者等が容易に作業者自身の、あ
るいは他の作業者の体調の異変を早期に把握することができる。これにより、作業事故を
未然に防止し、作業者等の健康と安全を確保することができる。
【０００７】
　次に、本発明の第２の発明は、上記第１の発明に係る体調管理プログラムであって、前
記対象者端末装置を、前記体調異変者抽出手段にて体調異変者が抽出された場合、体調異
変者が発見されたことを含む体調異変者発見情報を、予め設定された送信先に向けて送信
する通報手段、として機能させるための、体調管理プログラムである。
【０００８】
　この第２の発明によれば、体調異変者や周囲の作業者等に加えて、予め設定された送信
先の管理者等にも体調異変者が発生したことを通報することができる。
　これにより、作業事故を未然に防止し、作業者等の健康と安全を確保することができる
。
【０００９】
　次に、本発明の第３の発明は、上記第１の発明または第２の発明に係る体調管理プログ
ラムであって、前記対象者端末装置は、少なくとも過去の所定期間の前記生体情報データ
をそれぞれの対象者に対応させて記憶しており、前記体調異変者抽出手段における前記所
定の体調異変状態の判定を、前記所定期間におけるそれぞれの対象者に対応する過去の前
記生体情報データに基づいて算出した対象者毎の閾値あるいは予め入力された対象者毎の
閾値と、前記データ変換手段にて変換した前記生体情報データと、に基づいて行う、体調
管理プログラムである。
【００１０】
　この第３の発明によれば、過去の生体情報データに基づいて算出した対象者毎の閾値あ
るいは予め入力した対象者毎の閾値に基づいて体調異変者を抽出する。
　これにより、作業者等の個人差に応じた体調の異変を早期に発見及び警告することがで
きる。
【００１１】
　次に、本発明の第４の発明は、上記第１の発明～第３の発明のいずれか１つに係る体調
管理プログラムであって、前記生体状態検出装置は、装着された対象者の心拍状態、脈拍
状態、体温状態、体の傾倒状態、心電位状態、の少なくとも１つを検出可能である、体調
管理プログラムである。
【００１２】
　この第４の発明によれば、心拍状態、脈拍状態、体温状態、体の傾倒状態、心電位状態
等を検出して体調異変者を抽出することで、熱中症を含む作業者等の体調の異変を適切に
発見することができる。
【００１３】
　次に、本発明の第５の発明は、スマートフォン、タブレット型コンピュータ、ウェアラ
ブル端末、ノート型コンピュータの少なくとも１つであって上記第１の発明～第４の発明
のいずれか１つに係る体調管理プログラムを搭載した前記対象者端末装置と、前記生体状
態検出装置と、を備えた体調管理システムである。
【００１４】
　この第５の発明によれば、対象者端末装置として、スマートフォン、タブレット型コン
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ピュータ、ウェアラブル端末、ノート型コンピュータのうち少なくとも1つを利用するこ
とで、体調管理システムを、比較的容易に実現することができる。
【００１５】
　次に、本発明の第６の発明は、上記第５の発明に係る体調管理システムであって、前記
生体状態検出装置毎に前記対象者端末装置が用意されており、前記生体状態検出装置と前
記対象者端末装置は有線にて接続され、前記生体状態検出装置は変調手段を有し、前記対
象者端末装置は音声入力端子と復調手段を有し、前記生体状態検出装置は生体状態検出情
報を前記変調手段で変調した変調信号を前記有線を介して前記対象者端末装置へ出力し、
前記対象者端末装置は前記有線を介して前記音声入力端子から入力された変調信号を前記
復調手段にて復調することで前記生体状態検出情報を受信する体調管理システムである。
【００１６】
　この第６の発明によれば、生体状態検出装置における通信手段（有線での通信手段）を
、例えばＵＳＢ用の通信手段よりもより安価な従来のモデム用の通信手段で実現すること
ができるので、生体状態検出装置をより低コストで実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】（Ａ）は、本発明の体調管理システムを構成する生体状態検出装置と対象者端末
装置の第1の実施の形態及び、生体状態検出装置の構成の例を説明する図であり、（Ｂ）
は、本発明の体調管理システムの第２の実施の形態及び、生体状態検出装置の構成の例を
説明する図である。
【図２】（Ａ）は、対象者の胸部に図１（Ａ）に示す生体状態検出装置を装着し、対象者
端末装置を対象者の衣類等のポケットに収容した第１の装着方法を示す図であり、（Ｂ）
は、対象者の手首に図１（Ａ）に示す生体状態検出装置を装着した第２の装着方法を説明
する図であり、（Ｃ）は、図１（Ｂ）に示す生体状態検出装置の検出部を対象者の適切な
個所に装着した第３の装着方法を示す図である。
【図３】本発明の体調管理システムの作業現場での第１の利用方法、及び動作の概略を説
明する図である。
【図４】本発明の体調管理システムの作業現場での第２の利用方法、及び動作の概略を説
明する図である。
【図５】本発明の体調管理システムを構成する生体状態検出装置と対象者端末装置が送受
信する情報の概略を説明する図である。
【図６】本発明の体調管理プログラムを説明する図であり、対象者端末装置２０の処理手
順を説明するフローチャートである。
【図７】データ変換手段によって変換された生体情報データの例を説明する図である。
【図８】生体情報データの一例である心電図と体温の時系列変化を示すグラフである。
【図９】体調管理システムの第１の利用方法において、注意喚起を行う様子の例を説明す
る図である。
【図１０】体調管理システムの第２の利用方法において、注意喚起を行う様子の例を説明
する図である。
【図１１】（Ａ）は、図１（Ａ）に対して、生体状態検出装置と対象者端末装置とを有線
接続した、体調管理システムの第３の実施の形態及び、生体状態検出装置の構成の例を説
明する図であり、（Ｂ）は、図１（Ｂ）に対して生体状態検出装置と対象者端末装置とを
有線接続した、体調管理システムの第４の実施の形態及び、生体状態検出装置の構成の例
を説明する図であり、（Ｃ）は、図１１（Ｂ）に対して、体温及び心音の検出部を分離し
て配線にて接続した、体調管理システムの第４の実施の形態の他の例を説明する図であり
、（Ｄ）は、図１（Ｂ）に対して体温及び心音の検出部を分離して配線にて接続した、体
調管理システムの第２の実施の形態の他の例を説明する図である。
【図１２】図１１（Ｂ）に示す生体状態検出装置の検出部を対象者の適切な個所に装着し
た、第４の装着方法を示す図である。
【図１３】図１１（Ｂ）に示す第４の実施の形態の体調管理システムを、図１２に示す第
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４の装着方法にて対象者に装着して作業現場にて使用した、第１の利用方法の他の例、及
び動作の概略を説明する図である。
【図１４】図１１（Ｄ）に示す第２の実施の形態の他の例の体調管理システムを、図１２
に示す第４の装着方法にて対象者に装着して作業現場にて使用した、第２の利用方法の他
の例、及び動作の概略を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に本発明を実施するための形態を図面を用いて説明する。
●［体調管理システムの第１の実施の形態（図１（Ａ））］
　図１（Ａ）は、本発明の体調管理システムを構成する生体状態検出装置１０と対象者端
末装置２０の第1の実施の形態及び、生体状態検出装置１０の構成の例を説明する図であ
る。本実施形態における生体状態検出装置１０は、単数または複数の対象者のそれぞれに
装着されて、装着された対象者の生体状態を検出し、検出した生体状態に関する生体状態
検出情報を、対象者端末装置２０に送信する。
　生体状態検出装置１０は、例えば生体情報センサユニットである。この生体状態検出装
置１０は、例えば心拍状態を検出可能な検出手段（例えば心拍検出用センサ１２１）と検
出プログラムを備えている。またこの生体状態検出装置１０は、例えば脈拍状態を検出可
能な検出手段（例えば脈拍検出用センサ１２２）と検出プログラムを備えている。またこ
の生体状態検出装置１０は、例えば体温状態を検出可能な検出手段（例えば体温検出用セ
ンサ１２３）と検出プログラムを備えている。またこの生体状態検出装置１０は、例えば
体の傾倒状態を検出可能な検出手段（例えば加速度センサ１２４）と検出プログラムを備
えている。またこの生体状態検出装置１０は、例えば心電位状態（例えば心筋の動きに伴
う電位の変化）を検出可能な検出手段（例えば心電位検出用センサ１２５）と検出プログ
ラム等を備えている。
　また、生体状態検出装置１０は、検出した生体状態に関する生体状態検出情報を対象者
端末装置２０に送信する送信プログラムと送信手段（例えば送信回路１１１）とアンテナ
１１３、各プログラムを実行するＣＰＵ１０１、受信手段（例えば受信回路１１２）等を
備えている。
【００１９】
●［体調管理システムの第２の実施の形態（図１（Ｂ））］
　図１（Ｂ）は、生体状態検出装置１０と対象者端末装置２０とで構成された体調管理シ
ステムの第２の実施の形態及び、生体状態検出装置１０の構成の例を説明する図である。
第２の実施の形態の体調管理システムでは、生体状態検出装置の少なくとも一部のセンサ
から電極等の検出部が分離され、センサと検出部とが配線にて接続されている。図１（Ｂ
）に示す生体状態検出装置１０は図１（Ａ）に示す生体状態検出装置１０に対して、心電
位検出用センサ１２５から分離した電極等の検出部１３１、１３２、１３３をリード線に
より延長して対象者の適切な個所に装着できるように構成されている。例えば心電位検出
用のセンサ１２５は、検出部１３３を基準とした検出部１３１の電位、及び検出部１３３
を基準とした検出部１３２の電位を計測する。なお、分離された検出部が配線にて接続さ
れた構成は、心電位検出用センサ１２５に限定されるものではなく、図１（Ｂ）に示す検
出手段（この場合、符号１２１～１２５）の少なくとも１つが、分離された検出部が配線
にて接続される構成となっていればよい。
【００２０】
●［体調管理システムを対象者に装着する第１の装着方法（図２（Ａ））］
　図２（Ａ）は、対象者の胸部に図１（Ａ）に示す生体状態検出装置１０を装着し、対象
者端末装置２０を対象者の衣類等のポケットに収容した例を示す図である。生体状態検出
装置１０は、ベルト等で皮膚に接触して装着される。この際、生体状態検出装置１０の各
検出手段が皮膚に接するように配置されている。また、当該生体状態検出装置１０は、上
述のように、無線または有線の通信手段により、検知した生体状態検出情報を対象者端末
装置２０に対して送信する。



(7) JP 2015-154920 A 2015.8.27

10

20

30

40

50

【００２１】
●［体調管理システムを対象者に装着する第２の装着方法（図２（Ｂ））］
　図２（Ｂ）は、対象者の手首に図１（Ａ）に示す生体状態検出装置１０を装着した例を
説明する図である。この例の場合も、当該生体状態検出装置１０は、各検出手段が皮膚に
接するように装着され、無線または有線の通信手段により、検知した生体状態検出情報を
対象者端末装置２０に対して送信する。
【００２２】
●［体調管理システムを対象者に装着する第３の装着方法（図２（Ｃ））］
　図２（Ｃ）は、図２（Ａ）に対して、図１（Ｂ）に示す生体状態検出装置１０及び検出
部１３１～１３３を対象者に装着した例を示している。
　この場合、各生体状態の検出に適切な位置が離れている場合であっても、検出部が分離
されているので、生体状態の検出に適切な位置に適切な検出部を取り付けることができる
ので、より精度よく生体状態を検出することができる。
　また、対象者の皮膚に接触させるべき検出部の全てを分離すれば、生体状態検出装置１
０を対象者の衣類のポケット等に収容することができるので便利である。
　また、分離された検出部が、予め所定位置に取り付けられた肌着を用意して、当該肌着
を対象者に着用させるようにしてもよい。
　このように、検出部を分離した生体状態検出装置を用いて、分離した検出部を対象者の
所定位置に取り付けて（皮膚に接触させて）、生体状態検出装置を衣類のポケット等に収
容した場合も、「対象者に生体状態検出装置を装着する」という概念に含む。
【００２３】
●［体調管理システムを作業現場に適用した第１の利用方法（図３）］
　図３は、本発明の体調管理システム１の作業現場での使用例、及び動作の概略を説明す
る第１の利用方法を説明する図である。この第１の利用方法では、各対象者は、1つの生
体状態検出装置１０を装着し、かつ1つの対象者端末装置２０を携帯して作業を行う。つ
まり、第１の利用方法は、生体状態検出装置と対象者端末装置とを、１対１で利用する方
法である。本発明の体調管理プログラムが対象者端末装置２０上で動作することにより、
各対象者の体調が対象者端末装置２０上で把握されている。また、対象者端末装置２０上
で対象者に体調異変が発生したことを把握したときは、対象者に対して注意喚起が行われ
ると共に、必要に応じて別の場所に居る管理者の管理者用パソコン３０に電子メール等に
より体調異変者が発見されたことが通報される。当該管理者は、通報された電子メール等
を確認して体調異変者に休息を取らせて体調を回復させ、作業事故を未然に防止すること
ができる。また、当該管理者は、体調異変者が発生した作業現場の衛生環境について問題
が発生しそうな場合は、必要に応じて作業現場に注意喚起を行うことができる。
【００２４】
●［体調管理システムを作業現場に適用した第２の利用方法（図４）］
　図４は、本発明の体調管理システム１の作業現場での使用例、及び動作の概略を説明す
る第２の利用方法を説明する図である。この第２の利用方法では、各対象者は1つの生体
状態検出装置１０を装着し、1つの対象者端末装置２０を数人の対象者で共有して作業を
行う。つまり、第２の利用方法は、生体状態検出装置と対象者端末装置とを、多対１で利
用する方法である。本発明の体調管理プログラムが対象者端末装置２０上で動作すること
により、各対象者の体調が対象者端末装置２０上で把握されている。また、対象者端末装
置２０上で対象者に体調異変が発生したことを把握したときは、対象者に対して注意喚起
が行われると共に、必要に応じて別の場所に居る管理者の管理者用パソコン３０に電子メ
ール等により体調異変者が発見されたことが通報される。当該管理者は、通報された電子
メール等を確認して体調異変者に休息を取らせて体調を回復させ、作業事故を未然に防止
することができる。また、当該管理者は、体調異変者が発生した作業現場の衛生環境につ
いて問題が発生しそうな場合は、必要に応じて作業現場に注意喚起を行うことができる。
【００２５】
●［生体状態検出装置１０と対象者端末装置２０とが送受信する情報（図５）］
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　図５は、本発明の体調管理システム１を構成する生体状態検出装置１０と対象者端末装
置２０が送受信する情報の概略を説明する図である。生体状態検出装置１０により検知さ
れた生体状態検出情報は、生体状態検出装置１０に備わっている送信用バッファとアンテ
ナ１１３を介して、対象者端末装置２０に送信される。対象者端末装置２０で受信した生
体状態検出情報は、対象者端末装置２０に備わっている受信用バッファを介して、対象者
端末装置２０で体調管理プログラムにより生体情報データにデータ変換され、対象者が体
調異変者か否かの診断に用いられる。なお、体調異変者であるか否かの判断の元となる生
体情報データの例は図７及び図８に示すとおりである。なお、図７に示す生体情報データ
２０１における符号２０１Ａにて示す生体情報データは、体調異変時の生体情報データの
例を示しており、この例では、対象者の体温が閾値の例である３７．５℃を超えている。
また、対象者端末装置２０は、体調異変者を抽出した場合には、対象者に対して注意喚起
を行うと共に、必要に応じてメールを管理者へ送信することにより、診断結果を管理者に
通報する。
【００２６】
●［対象者端末装置２０の処理手順（図６～図８）］
　図６は、本発明の体調管理プログラムを説明する図であり、対象者端末装置２０の処理
手順を説明するフローチャートである。
　ステップＳ１０にて、対象者端末装置２０は、生体状態検出装置１０により対象者から
取得した生体状態検出情報を、生体状態検出装置１０から受信する。このステップＳ１０
にて、前記対象者端末装置２０は前記生体状態検出装置１０から送信された前記生体状態
検出情報を受信する受信手段として機能する。
　なお、生体状態検出装置１０は、自身の識別情報とともに生体状態検出情報を送信する
。
　また、対象者端末装置２０には、生体状態検出装置１０の識別情報に対応させて、対象
者を識別可能な氏名等（Ａさん、Ｂさん等）が登録されている。
【００２７】
　ステップＳ２０にて、対象者端末装置２０は、受信した生体状態検出情報のデータ変換
を行って生体情報データ（図７、図８参照）を作成する。これにより、対象者端末装置２
０は、データ変換後の生体情報データとしての、心電図、体温等、有意なデータを体調管
理に利用できる。このステップＳ２０にて、対象者端末装置２０は受信した生体状態検出
情報を、生体状態検出情報に対応する対象者の体調として認識可能とする生体情報データ
に変換するデータ変換手段として機能する。ステップＳ２０で、対象者端末装置２０は生
体状態検出情報から例えばＣＳＶ形式の生体情報データ２０１にデータ変換を行う。図７
の例では、このＣＳＶ形式のデータを表計算ソフト等で表示させた例が示されており、こ
の生体情報データ２０１は、心拍数および体温の（図示した例では心拍と体温のみだが、
他の生体情報データを記録しても良い）時系列のデータとなっている。また、ＣＳＶ形式
のファイルに含まれるデータや、受信した生体状態検出情報から図８に示されるような心
電図１５１や体温１６１等のグラフを作成することもできる。
【００２８】
　ステップＳ３０にて、対象者端末装置２０は、データ変換後の生体情報データを対象者
端末装置２０の不揮発性メモリ等に保存して、後の体調管理の診断基準として用いる。こ
のステップＳ３０において、前記対象者端末装置は、少なくとも過去の所定期間の前記生
体情報データをそれぞれの対象者に対応させて記憶する手段として機能する。
【００２９】
　ステップＳ４０にて、対象者端末装置２０は、対象者が体調異変を起こしているか否か
の診断を行う。このステップＳ４０にて体調異変者が抽出された場合（Ｙ）には、次のス
テップ（Ｓ５０）へ進み抽出されなかった場合（Ｎ）は、ステップＳ１０に戻り、再び生
体状態検出装置１０からの生態情報データの受信準備態勢のまま待機する。このステップ
Ｓ４０にて、対象者端末装置２０は変換した生体情報データが所定の体調異変状態である
生体状態検出情報に対応する対象者である体調異変者を抽出する体調異変者抽出手段とし
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て機能する。例えば、体調異変者抽出作業において、心電位のピーク電位の間隔の変化が
所定値以上の場合、心拍数が所定値以上（例えば１３０拍／分以上）の場合、脈拍が所定
値以上（例えば１３０拍／分以上）の場合、体温が所定閾値以上（例えば３７．５℃以上
）の場合、体が傾倒した状態が所定時間以上（例えば５分以上）継続した場合等、体調に
異変が発生した場合（体調異変が始まったと推定されるできるだけ早い段階）に、対象者
端末装置２０が体調異変者を抽出する。
【００３０】
　ステップＳ５０にて、対象者端末装置２０は、対象者に注意喚起を行う。なお、注意喚
起の具体的な例は、図９、図１０を用いて後述する。このステップＳ５０にて、対象者端
末装置２０は体調異変者が抽出されたことを報知する注意喚起手段として機能する。
【００３１】
　ステップＳ６０にて、対象者端末装置２０は、図５に示すようなデータを含む電子メー
ルにより管理者に対して通報を行う。メールの文面の例は、図５の符号３０１に示すよう
に、例えば、対象者名（この例ではＡさん）、体調異変内容（この例では体温異常）、場
所（対象者端末装置２０が予め備えているＧＰＳユニットからのＧＰＳデータ等に基づい
た場所）、時刻等である。このステップＳ６０にて、前記対象者端末装置２０は、前記体
調異変者抽出手段にて体調異変者が抽出された場合、体調異変者が発見されたことを含む
体調異変者発見情報を、予め設定された送信先（この例ではメールアドレス）に向けて送
信する通報手段、として機能する。
【００３２】
　ステップＳ７０にて、対象者端末装置２０は、対象者からの入力指示による本体調管理
プログラムの終了判定を行い、終了する場合（Ｙ）には終了の手順を実施し、継続する場
合（Ｎ）にはステップＳ１０に戻り、再び生体状態検出装置１０からの生態情報データの
受信準備態勢のまま待機する。
【００３３】
　例えば、対象者端末装置２０は、少なくとも過去の所定期間の生体情報データをそれぞ
れの対象者に対応させて記憶している。
　そして対象者端末装置２０は、体調管理プログラムにより、体調異変者抽出手段におけ
る所定の体調異変状態の判定を、所定期間におけるそれぞれの対象者に対応する過去の生
体情報データに基づいて算出した対象者毎の閾値あるいは予め入力された対象者毎の閾値
と、データ変換手段にて変換した生体情報データと、に基づいて行う。
　対象者端末装置２０は、図７の生体情報データを用いて、当該データの対象者の閾値を
求めることができる。例えば、Ａさんに固有の体温の閾値を求める場合、対象者端末装置
２０は、図７に示す生体情報データ２０１の中から、所定期間内のＡさんの体温のデータ
から、Ａさんの所定期間内の体温の中央値と標準偏差を求める。そして、対象者端末装置
２０は、求めた中央値から、標準偏差に基づいた値だけ離れた値をＡさんに固有の体温の
閾値とする。あるいは、当該対象者に固有の体温用の閾値を設定して、対象者端末装置２
０に入力するようにしても良い。なお、体温以外の心拍、脈拍等も同様に対象者端末装置
２０が閾値を設定することができる。また、例えば心電位の場合、対象者端末装置２０が
、対象者の所定期間のピーク電圧のインターバル（図８中のＩｎｔ．）から当該対象者に
対する中央値と標準偏差を求め、求めた中央値から標準偏差に基づいた値だけ離れた値を
当該対象者の心電位の閾値とすることもできる。
【００３４】
●［第１の利用方法（図３）における注意喚起方法（図９）］
　図９は、第１の利用方法（図３）において、注意喚起を行う様子の例を説明する図であ
る。この例では、対象者は、１つの生体状態検出装置１０を装着し、１つの対象者端末装
置２０を保持している。対象者端末装置２０を体調管理手段として機能させる体調管理プ
ログラムにより、対象者端末装置２０は、例えば、体温が閾値を越えたと判断した場合に
は、対象者端末装置２０から音声出力や発光や振動等の注意喚起を行う。この注意喚起に
より体調異変が発生した対象者だけでなく対象者の近くに居る他の作業者にも周知される
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ので、対象者が動けなくなっている状態であっても、近くに居る作業者が救助を手配する
ことにより、対象者が適切な処置を受けることが可能となる。
【００３５】
●［第２の利用方法（図４）における注意喚起方法（図１０）］
　図１０は、第２の利用方法（図４）において、注意喚起を行う様子の例を説明する図で
ある。この例では、各対象者が、それぞれ１つの生体状態検出装置１０を装着し、３名の
対象者で対象者端末装置２０を共有する場合の例を示している。各生体状態検出装置１０
は、検出した生体状態検出情報を対象者端末装置２０に送信し、体調管理プログラムによ
り、該対象者端末装置２０がまとめて３人分の体調管理手段として機能している。この例
では対象者端末装置２０は、Ａさん、Ｂさんに体調異変はないと判定し、Ｃさんの体温が
閾値を超えて上昇していると判定し、体調異変者としてＣさんを抽出し、Ｃさんに体調異
変が発生しているという注意喚起（音、光、振動等）を行う。
【００３６】
　以上の説明は生体状態検出装置１０と対象者端末装置２０との間の通信が無線通信の場
合を説明したが、生体状態検出装置と対象者端末装置との間の通信を有線通信で実現する
ことも可能である。以下、生体状態検出装置と対象者端末装置との間の通信を有線通信で
実現する例について説明する。なお、以下の説明では、有線通信の例としてモデムを利用
した例を説明するが、ＵＳＢを用いてもよい。
【００３７】
●［体調管理システムの第３の実施の形態（図１１（Ａ））］
　図１１（Ａ）に示す第３の実施の形態の体調管理システム１Ａは、図１（Ａ）の生体状
態検出装置１０と対象者端末装置２０との間の通信が無線通信の場合の第１の実施の形態
を、有線通信で実現した第３の実施の形態の体調管理システム１Ａの構成及び、生体状態
検出装置１０Ａの構成の例を説明する図である。図１１（Ａ）におけるセンサ１２１～１
２５は、それぞれ図１（Ａ）におけるセンサ１２１～１２５と同じであるのでここでは説
明を省略する。また、符号１１１Ａは送信回路（通信手段）に相当し、変調手段等を備え
ており、符号１０１ＡはＣＰＵである。また、対象者端末装置２０には有線による入力手
段２０Ｍが設けられているものとする。本実施形態の生体状態検出装置１０Ａは有線通信
の送信機能のみを備えたものであるため、図１（Ａ）の受信回路１１２およびアンテナ１
１３は必要としない。また対象者端末装置が例えばスマートフォンである場合、入力手段
２０Ｍは、マイク入力端子（音声入力端子に相当）を利用することが可能である。このた
め、従来のモデム用の手段で通信手段を実現できるため生体状態検出装置１０Ａを含む体
調管理システム１Ａを低コストで実現できる。
　そして生体状態検出装置１０Ａは、生体状態検出情報を変調手段（送信回路１１１Ａ）
にて（少なくとも周波数を）変調した変調信号を、有線を介して対象者端末装置２０に送
信する。
　また、対象者端末装置２０は、有線を介して入力手段２０Ｍ（音声入力端子に相当）か
ら入力された変調信号を、復調プログラム（復調手段に相当）にて復調することで、生体
状態検出情報を受信する。なお、変調手段、及び復調手段は、周波数変調と振幅変調と位
相変調のいずれか又は複数を組み合わせて変調、及び復調を行うようにしてもよい。
【００３８】
●［体調管理システムの第４の実施の形態（図１１（Ｂ））］
　図１１（Ｂ）に示す第４の実施の形態の体調管理システム１Ｂは、図１（Ｂ）の生体状
態検出装置１０と対象者端末装置２０との間の通信が無線通信の場合の第２の実施の形態
を、有線通信で実現した第４の実施の形態の体調管理システム１Ｂの構成及び、生体状態
検出装置１０Ｂの構成の例を説明する図である。図１１（Ｂ）におけるセンサ１２１～１
２５は、それぞれ図１（Ａ）におけるセンサ１２１～１２５と同じであるのでここでは説
明を省略する。図１１（Ｂ）に示す第４の実施の形態の生体状態検出装置１０Ｂは、図１
１（Ａ）に示す第３の実施の形態の生体状態検出装置１０Ａに対して、（図１（Ｂ）に示
す第２の実施の形態と同様に）検出部１３１～１３３が分離されている。
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　また、送信回路１１１Ａ、入力手段２０Ｍ、生体状態検出装置１０Ｂの動作、対象者端
末装置２０の動作、等は、図１１（Ａ）に示す第３の実施の形態と同様であるので、説明
を省略する。
　これらにより、第３の実施の形態の生体情報検出装置１０Ａを含む体調管理システム１
Ａと同様に、第４の実施の形態の生体情報検出装置１０Ｂを含む体調管理システム１Ｂを
、低コストで実現できる。
【００３９】
●［体調管理システムの第４の実施の形態の他の例（図１１（Ｃ））］
　図１１（Ｃ）に示す第４の実施の形態の他の例の体調管理システム１Ｃの生体状態検出
装置１０Ｃは、図１１（Ｂ）に示す生体状態検出装置１０Ｂに対して、体温検出用センサ
１２３から分離された電極等の検出部１３４、１３５が追加されている。また、心音検出
用センサ１２６及び心音検出用センサ１２６から分離された電極等の検出部１３６が追加
されている。そしてＣＰＵが、符号１０１Ａから符号１０１Ｃに変更されている。また、
図１１（Ｃ）におけるセンサ１２１～１２５は、それぞれ図１１（Ｂ）におけるセンサ１
２１～１２５と同じである。
　図１１（Ｃ）に示す第４の実施の形態の他の例（第４の実施の形態（その２）に相当）
の体調管理システム１Ｃでは、検出部１３４、１３５のそれぞれを、例えば対象者の耳の
穴および脇の下等に取り付けることで、対象者の体温を、より精度よく検出することがで
きる。また、検出部１３６を、例えば対象者の心臓のより近傍に取付けることで、対象者
の心音を、より精度よく検出することができる。
　なお、図１（Ａ）に示す第１の実施の形態の生体状態検出装置１０や図１１（Ａ）に示
す第３の実施の形態の生体状態検出装置１０Ａに心音検出用センサ１２６を追加してもよ
い。また、図１（Ｂ）に示す第２の実施の形態の生体状態検出装置１０や図１１（Ｂ）に
示す第４の実施の形態の生体状態検出装置１０Ｂに心音検出用センサ１２６と検出部１３
６を追加してもよい。
【００４０】
●［体調管理システムの第２の実施の形態の他の例（図１１（Ｄ））］
　図１１（Ｄ）に示す第２の実施の形態の他の例の体調管理システム１Ｄの生体状態検出
装置１０Ｄは、図１（Ｂ）に示す生体状態検出装置１０に対して、体温検出用センサ１２
３から分離された電極等の検出部１３４、１３５が追加されている。また、心音検出用セ
ンサ１２６及び心音検出用センサ１２６から分離された電極等の検出部１３６が追加され
ている。そしてＣＰＵが、符号１０１から符号１０１Ｄに変更されている。また、図１１
（Ｄ）におけるセンサ１２１～１２５は、それぞれ図１（Ｂ）におけるセンサ１２１～１
２５と同じである。
　図１１（Ｄ）に示す第２の実施の形態の他の例の体調管理システムでは、図１１（Ｃ）
に示す第４の実施の形態の他の例の効果と同様に、検出部１３４、１３５のそれぞれを、
例えば対象者の耳の穴および脇の下等に取り付けることで、対象者の体温をより精度よく
検出することができる。また、検出部１３６を、例えば対象者の心臓のより近傍に取り付
けることで、対象者の心音を、より精度よく検出することができる。
【００４１】
●［体調管理システムを対象者に装着する第４の装着方法（図１２）］
　図１２は、図１１（Ｃ）に示す生体状態検出装置１０Ｃ及び検出部１３１～１３６を対
象者に装着した第４の装着方法を示している。
　図１２に示す第４の装着方法は、図２（Ｃ）に示す第３の装着方法に対して、新たな検
出部１３４、１３５（体温検出用センサから分離した検出部）のそれぞれが、耳の穴、脇
の下に取り付けられ、新たな検出部１３６（心音検出用センサから分離した検出部）が、
心臓の近傍に取り付けている点が異なる。また、生体状態検出装置１０Ｃが、対象者の耳
の近傍となるヘルメットに取り付けられている点も異なる。
【００４２】
　第４の装着方法では、各生体状態の検出に適切な位置が離れている場合であっても、検
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出部が分離されているので、生体状態の検出に適切な位置に適切な検出部を取り付けるこ
とができるので、より精度よく生体状態を検出することができる。
　また、対象者の皮膚に接触させるべき検出部の全てを分離すれば、生体状態検出装置１
０Ｃを対象者の皮膚に接触させる必要が無いので、対象者の衣類のポケット等に収容する
ことが可能であり、例えばヘルメットに装着することもできるので便利である。
　このように、検出部を分離した生体状態検出装置１０Ｃ（図１１（Ｃ）参照）を用いて
、分離した検出部を対象者の所定位置に取り付けて（皮膚に接触させて）、生体状態検出
装置をヘルメットに装着した場合も、「対象者に生体状態検出装置を装着する」という概
念に含む。
　なお、生体状態検出装置１０Ｃをヘルメットに装着することにより、耳の穴に設けた体
温の検出部１３４からの距離がわずかなため、検出信号への雑音の混入や検出信号の減衰
による検出精度の劣化が防止できる。
【００４３】
●［体調管理システムを作業現場に適用した第１の利用方法の他の例（図１３）］
　図１３に示す第１の利用方法（生体状態検出装置と対象者端末装置が１対１の利用方法
）の他の例は、図１１（Ｃ）に示す第４の実施の形態の他の例の体調管理システム１Ｃを
、図１２に示す第４の装着方法にて対象者に装着して、作業現場で利用する例を示してい
る。そして、図３に示す第１の利用方法と同様に、本発明の体調管理プログラムが対象者
端末装置２０上で動作することにより、各対象者の体調が対象者端末装置２０上で把握さ
れている。また、対象者端末装置２０上で対象者に体調異変が発生したことを把握したと
きは、対象者に対して注意喚起が行われると共に、必要に応じて別の場所に居る管理者の
管理者用パソコン３０に電子メール等により体調異変者が発見されたことが通報される。
当該管理者は、通報された電子メール等を確認して体調異変者に休息を取らせて体調を回
復させ、作業事故を未然に防止することができる。また、当該管理者は、体調異変者が発
生した作業現場の衛生環境について問題が発生しそうな場合は、必要に応じて作業現場に
注意喚起を行うことができる。
　なお、生体状態検出装置と対象者端末装置とを１対１で利用する第１の利用方法は、第
１の実施の形態の体調管理システム１（図１（Ａ））、第２の実施の形態の体調管理シス
テム１（図１（Ｂ））、第３の実施の形態の体調管理システム１Ａ（図１１（Ａ））、第
４の実施の形態の体調管理システム１Ｂ（図１１（Ｂ））、第４の実施の形態の他の例の
体調管理システム１Ｃ（図１１（Ｃ））、第２の実施の形態の他の例の体調管理システム
１Ｄ（図１１（Ｄ））、のいずれの体調管理システムでも利用することができる。
【００４４】
●［体調管理システムを作業現場に適用した第２の利用方法の他の例（図１４）］
　図１４に示す第２の利用方法（生体状態検出装置と対象者端末装置が多対１の利用方法
）の他の例は、図１１（Ｄ）に示す第２の実施の形態の他の例の体調管理システム１Ｄを
、図１２に示す第４の装着方法にて対象者に装着して、作業現場で利用する例を示してい
る。なお、生体状態端末装置１０Ｄの構成については、上述したとおりであり、生体状態
検出装置１０Ｄと対象者端末装置２０間の通信は無線通信により行う。そして、図４に示
す第２の利用方法と同様に、本発明の体調管理プログラムが対象者端末装置２０上で動作
することにより、各対象者の体調が対象者端末装置２０上で把握されている。また、対象
者端末装置２０上で対象者に体調異変が発生したことを把握したときは、対象者に対して
注意喚起が行われると共に、必要に応じて別の場所に居る管理者の管理者用パソコン３０
に電子メール等により体調異変者が発見されたことが通報される。当該管理者は、通報さ
れた電子メール等を確認して体調異変者に休息を取らせて体調を回復させ、作業事故を未
然に防止することができる。また、当該管理者は、体調異変者が発生した作業現場の衛生
環境について問題が発生しそうな場合は、必要に応じて作業現場に注意喚起を行うことが
できる。
　なお、生体状態検出装置と対象者端末装置とを多対１で利用する第２の利用方法は、生
体状態検出装置と対象者端末装置との間の通信が無線通信である、第１の実施の形態の体
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調管理システム１（図１（Ａ））、第２の実施の形態の体調管理システム１（図１（Ｂ）
）、第２の実施の形態の他の例の体調管理システム１Ｄ（図１１（Ｄ））にて利用するこ
とができる。
【００４５】
　なお、本実施の形態の説明では、検出する生体状態として、心拍状態、脈拍状態、体温
状態、体の傾倒状態、または心電位状態を検出する例を説明したが、これらのうち少なく
とも１つを検出すればよく、また、他の生体情報データ（例えば、１分間の呼吸回数や心
音等）を検出しても良い。
【００４６】
　本発明の体調管理プログラム及び体調管理システムは、本実施の形態で説明した外観、
構成、処理、表示例等に限定されず、本発明の要旨を変更しない範囲で種々の変更、追加
、削除が可能である。例えば対象者としての車両等を運転中の運転者の心拍数や体の傾倒
状態から居眠り運転を検知して注意喚起を行うことも可能である。
　また、ＧＰＳユニットは対象者端末装置２０でなく生体状態検出装置１０、１０Ａ、１
０Ｂ、１０Ｃ、１０Ｄに備えていてもよい。
　また、スマートフォン、タブレット型コンピュータ、ウェアラブル端末（眼鏡タイプ、
腕時計タイプ等、身につけることができる端末）、ノート型コンピュータの少なくとも１
つに体調管理プログラムを搭載した対象者端末装置２０と、生体状態検出装置１０、１０
Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ、１０Ｄと、を備えた体調管理システムとして構成することもできる
。
　また、対象者の体の傾倒状態とは、鉛直方向に対する対象者の体の傾斜状態や、対象者
の活動状態（体が動いているか否か）を含む。
　また、以上（≧）、以下（≦）、より大きい（＞）、未満（＜）等は、等号を含んでも
含まなくても良い。
　また、本実施の形態の説明に用いた数値は一例であり、この数値に限定されるものでは
ない。
【産業上の利用可能性】
【００４７】
　例えば本発明の体調管理プログラム及び体調管理システムは、例えば体温や心拍数や心
音等の異常から判定できる工事現場における作業者の熱中症等の体調管理だけでなく、乗
り物の運転者の居眠り運転検知や、地下の作業者の体調管理に適用することも可能である
。
　また、対象者にはヒト以外の生物、例えば牛、馬、羊、豚等の家畜や、犬、猫、等のペ
ットを含み、本発明は、これらの生物の体調管理に適用することもできる。
【符号の説明】
【００４８】
　１、１Ａ、１Ｂ、１Ｃ、１Ｄ　　　　体調管理システム
　１０、１０Ａ、１０Ｂ、１０Ｃ、１０Ｄ　　　生体状態検出装置（生体情報センサユニ
ット）
　２０　　　対象者端末装置
　３０　　　管理者用パソコン
　１０１、１０１Ａ、１０１Ｃ、１０１Ｄ　　ＣＰＵ
　１１１、１１１Ａ　　送信回路
　１１２　　受信回路
　１１３　　アンテナ
　１２１　　心拍検出用センサ
　１２２　　脈拍検出用センサ
　１２３　　体温検出用センサ
　１２４　　加速度センサ
　１２５　　心電位状態検出用センサ
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　１２６　　心音検出用センサ
　１３１～１３３、１３４、１３５、１３６　　検出部
　２０１　　生体情報データ
                                                                                

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】

【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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摘要(译)

解决的问题：将本发明应用于室外工人等，以及早发现室外工人等的异
常状况并发出警告，以防止工作事故并进行工作。 提供一种能够确保人
员等健康和安全的身体状况管理程序和身体状况管理系统。 解决方案：
活体状态检测装置10，用于检测所安装的被检体的活体状态，并将与检
测到的活体状态有关的活体状态检测信息发送给被检者终端装置20以及
各活体状态检测装置10。 身体状况管理系统中的对象者终端装置20，包
括准备的对象者终端装置20，或与多个生物状态检测装置10对应地准备
的对象者终端装置20，接收单元，数据转换 一种用作装置，身体状况异
常提取装置和警报装置的身体状况管理程序。 [选择图]图9
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